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【働き方改革の推進】①

大阪働き方改革推進会議の取組
平成28年10月31日に開催した第2回大阪働き方改革推進会議において策定した具体的な取組の進め方を示したロードマップを含む基本方針に基づき、

働き方改革の取組を推進しています。また、年２回開催している大阪働き方改革推進会議において基本方針・ロードマップの進捗状況を取りまとめ
て、労働局ホームページにおいて周知しています。

留学生を対象とした 「就労型
インターンシップ」モデル事業

「介護労働に関する作業部会」

「第４回働き方改革推進会議」を開催

雇用環境・均等の分野

賃金制度等に関して成果・課題などを検討
部会の成果を普及するため事業主向けセミナー
を開催

◆平成３０年２月から３月にかけて実施！

－１ －

大阪働き方改革推進会議
◆平成２９年１０月２５日 開催！

大阪府をはじめとする地方公共団体、
労使団体、金融機関が参画して、
大阪働き方改革にかかる基本方針
・ロードマップの進捗状況を確認
会議後半には活発な意見交換

１２月から１月に
かけて、セミナーを
６回開催

◆平成29年
11月15日開催！

◆平成３０年６月に近畿ブロック外国人留学生
就職支援フェスタ2018を開催予定

「外国人留学生就職面接会2017」

参加企業 63社
参加者 462名

◆大阪府等と共催し、
平成29年11月22日に開催。
女性活躍の推進・普及を担う、
「女性活躍推進のリーダー」

を養成！

障害者雇用に関する事業主指導ローラー作戦
実施中！（平成３０年５月末まで）

「ＯＳＡＫＡ輝（キラリ）塾」
を開催！

平成29年10月12日第６回
開催時に、問題点・課題の解
決に向けたパイロット事業によ
る実証実験について議論

「トラック輸送における
取引環境・労働時間改
善大阪府地方協議会」

～近畿運輸局と連携～

５,０００名超の学生等へ
「労働法制セミナー」を
実施！

【実施状況】
（平成30年1月末現在）

参加者数
5,090名

(対前年同期比
48.5%増)

（Ｐ２６）

（Ｐ12）

（Ｐ５）

（Ｐ31）

（Ｐ７）



【働き方改革の推進】①

大阪働き方改革に関する情報発信
働き方改革を推進する上では、さまざまな機会を捉え周知・広報を積極的に行うことが重要です。このため、セミナー等を通じて働き方改革の内

容や考え方等を周知するとともに、助成金制度等を活用した取組への支援を行っています。また、より多くの企業に周知・広報の取組を広げるため、
使用者側に限らず、労働者や地方自治体、大学とも、積極的に連携を図っています。

雇用環境・均等の分野

－２ －

平成29年11月八尾市コラボ・ミーティング開催

東大阪市での6月開催に続き、「人材確保や生産
性向上に向けたセミナー」及び「地元の企業経営者、
自治体、大学等とコラボしたミーティング」を開催。

さらに、ハローワーク布施が学生目線の働き方改革として、大学生が中小企業
の課題やその解決策等を探るフィールドワーク事業を実施。その中間発表を行っ
た。 なお、フィールドワーク事業については、第２0回八尾シンポジウム（平成30
年2月17日開催）の第２部として、学生から最終発表を行った。

「働き方改革」を地域から発信

大阪労使会議「働き方改革シンポジウム」中小企業・小規模事業者への周知及び支援

業務改善助成金を活用した中小企業等への賃金引上げの支援

• 生産性向上を支援することで、
「事業場内最低賃金（事業場
内で最も低い賃金）」の引き上
げを図ります。

• 平成29年12月25日以降、大阪

府内の対象事業場について、
これまでの「60円以上賃金引
上げコース」に加え、30円・40
円引上げコースも適用拡大 。

働き方改革の推進を図るためには、雇

用の７割を占める中小企業・小規模事

業者において、着実かつ前向きに取り

組んでいただくことが重要です。

人手不足感が強い中小企業等におい

ては、「魅力ある職場づくり」がその解消

につながることから、 平成29年10月、11

月を中心に、中小企業・小規模事業者

を対象としたセミナーを開催し、「働き方

改革に関連する国の支援策の説明や情

報提供」を行った。

11／17講演

「女性活躍と働き方改革はじめの一歩
～中小企業への支援策について～」

ものづくり企業が元気になる
コラボイベントを継続開催！！

「実効性のある働き方改革の実現に向

けて」パネルディスカッションが行われ、

関経連、連合、大阪府などと共に同一

労働同一賃金や長時間労働の是正等

について意見交換を行った。

働き方改革シンポジウムに
パネラーとして参加

・テレビ会議など最先端の設備を導入していて驚いた
・地域の人に会社を知ってもらうためには、工場見学が効果的 等

大学生からの発表内容



金融機関との連携

【働き方改革の推進】②

地域の中小企業・小規模事業者と密接に関わりがある金融機関との連携は、企業の働き方改革、労働生産性向上に向けた取組促進の効果が期待されま
す。金融機関と連携して、助成金制度の活用の周知など、働き方改革に取り組む中小企業・小規模事業者を支援する取組を行います。さらに、労働局職員に
対して中小企業・小規模事業者における「働き方改革」についての受け止め方等に関する研修を実施するなど、大阪の働き方改革を推進していきます。

雇用環境・均等の分野

－３ －

「中小企業における「働き方改革」に関する勉強会」の開催

金融機関と連携した助成金個別相談会の開催

金融機関が主催するシンポジウムへの参加

• 大阪信用金庫のシンクタンク
機関職員を講師に招き、労働
局職員に対する勉強会を開催。

• シンクタンク機関が実施した、
中小企業・小規模事業者にお
ける「働き方改革」の受け止め
方、取組例、課題等に関する
アンケートの結果報告及び意
見交換を実施。

局幹部職員 40名受講

• 金融機関が開催した助成金セミナー
参加企業の中で、助成金の活用に関
心の高い企業に対して、労働局の担
当者が金融機関に出向くなどして個
別相談会を３回開催。

• 助成金等のリーフレットも配置して来
場者への周知も実施。

【個別相談を受けた助成金】
キャリアアップ助成金、業務改善助成金、両立支援等助成金

日時：平成２９年１１月８日（水）
場所：大阪商工会議所国際会議ホール（参加者：約600名）
ﾃｰﾏ： 関西のビジネスはまだまだおもしろくなる

池田泉州銀行主催「ビジネス・エンカレッジ・フェア２０１７」
エンカレッジ・シンポジウム （平成２９年１１月８日）に

労働局長がパネラーとして参加

人手不足解消の取組として、

労働環境の改善による魅力ある職場づくり
女性・高齢者等が長く活躍できる職場づくり などの

「働き方改革」に取り組むことの重要性を発信！

※フェアについては、２日間開催され、述べ１万人が来場



大阪労働局働き方改革推進本部の取組

【働き方改革の推進】③ 雇用環境・均等の分野

リーディングカンパニーへの直接要請

平成27年に設置した大阪労働局働き方改革推進本部の取組として企業トップの発意に
よる働き方改革の推進を啓発するために、地域における他の企業等への影響力が特に大
きく、業種ごとの業界団体のトップ企業等を中心とするリーディングカンパニーへ局幹
部が訪問し、働き方改革の推進について直接要請を行っている。
また、要請を実施した企業の好取組や働き方改革宣言については、局ホームページに

て公表している。

働き方改革宣言募集↑

要請書↑

◆局幹部による直接要請
平成28年度実績 75社
平成29年度実績 71社（平成30年1月末現在）

◆働き方改革宣言企業 32社
（平成30年1月末現在）

－４ －

働き方改革セミナー
○平成２９年度第２回働き方改革
セミナーは中小企業向けに茨木市
にある北おおさか信用金庫本部・
会議室で開催、企業担当者など約
６０名が参加

○平成２９年度第２回働き方改革
セミナーは中小企業向けに茨木市
にある北おおさか信用金庫本部・
会議室で開催、企業担当者など約
６０名が参加

・講演
「ワークスタイル変革を促進するテレワーク」

一般社団法人日本テレワーク協会
・取組企業による事例発表

①「超過労働時間削減に向けて社員1人
ひとりが「時間生産性」を意識した取組み」

株式会社 仁張工作所
②「働く事は活きる事

～プロアシストの事例～」
株式会社プロアシスト

・事例発表者によるパネルディスカッション

プログラム

【参加者の声】
・テレワークの導入事例は参考になった。準備は色々
と必要だが、進めて行くきっかけとなると思う。
・同じ製造業で取組事例が大変参考になりました。
・社長が先頭に立って取組む姿勢が社員に伝わって
いる様子が伝わってきました。
・社員と社員の幸せを大切にしている会社であること
が伝わってきました。人材不足が問題となっている現
在、より一層人材を大切に活かしていくことが重要で
あることを認識しました。



〇〇取組

－５ －

過重労働の解消のための働き方・休み方の改善の促進
（ワークショップによる取組）

【働き方改革の推進】④ 雇用環境・均等の分野

○労働時間、年次有給休暇等に関する事項について労働者の生活と健
康に配慮するとともに多様な働き方に対応した、より良いものとしていくため
の支援策「職場意識改善助成金」に、平成29年度は「勤務間インターバ
ル導入コース」が新設。

労働時間等の設定改善に向けた取組の促進
（職場意識改善助成金の活用）

【平成29年度申請状況】
勤務間インターバル導入コース：122件
職場環境改善コース：15件（前年比 7.5倍）

○これから社会に出て働く学生・生徒等を対象に、労働法に関するセミナー
を実施。

大学生等を対象とした労働法制セミナーの実施

《受講者の声》
・会社が労働基準法等を遵守することは
大切ですが、一方で、働く側も正しい
ルールを知ることが大事だと感じました。
・このセミナーをきっかけに働くことについて
自らもっと調べ、自分の身を守れるように
なりたいと思いました。

○働き方・休み方の改善の取組手法として、ワークショップ（体験参加型の
講習会)を開催。参加後、各企業において社内で話し合いを重ねアクション
プラン（取組プラン）を作成。実行・分析を行った上、改善レポート（取組
状況の報告）の提出をひとつのステップとして、その後も取組を進めていく。

平成2９年度中 ワークショップ9回開催
（86社 124名参加）

【平成29年度ワークショップ参加企業のアンケート結果から】

【参加者の声】
• 改めて時間外労働削減等に取組む必要性を感じた。労働時間等設定改善助成金を活用して業務効率
化を検討したい。

• ＷＳ参加後、突発的なクレーム処理等で年休取得率が70.5％→47.3％まで下がってしまった。ＷＳで
取得した手法を活用し、76.7％まで取得率を高めたことで、やればできるということを実感した。

• 目標を持って取り組むことの重要性がわかった。ＷＬＢについて時間をじっくりかけて考える機会がなかったの
で、頭の中を整理することができた。



○無期転換ルールと継続雇用の高齢者の特例、
キャリアアップ助成金の説明の実施

平成2９年４月以降、延べ３４回 説明を実施
（平成30年1月末現在）

・主な局主催セミナー等
4月19日 『労働契約セミナー』
5月22日 『有期雇用の無期転換から始める「働き方改革」』
9月19日 『無期転換ルールと改正育児・介護休業法セミナー』
11月27日『初歩から学ぶ労働基準法・働き方改革支援講座』

・その他、当局主催のセミナーや各種団体の会合等の場において説明を実施。

○新聞、広報誌等への記事の掲載等

・だいしんNOW 2018年1月号に記事掲載。
・産経新聞 産経WORKING PLESS VOI.46に記事掲載
（11月19日）
・生活情報誌「リビング」（サンケイリビング新聞社発行）の
「くらしの予習」コーナーに記事掲載（9月9日）。
・就職情報誌「Workin ぱど」に記事掲載。
・府下地方自治体、関係団体・機関等に周知の協力を要請。
・労働者向けのリーフレットを作成し、府内図書館及び府内の
主要施設に配架を依頼。

無期転換ルールの周知と高齢者の特例

－６ －

【働き方改革の推進】⑤ 雇用環境・均等の分野

・平成30年４月から本格適用が始まる、労働契約法第18条に基づく「無期転換
ルール」について、有期契約労働者の円滑な無期転換が進むよう、労使双方に
対してあらゆる機会を捉えて周知・啓発を実施した。

【無期転換ルールの周知・徹底】 【相談への対応】

○「無期転換ルール特別相談窓口」の 設置

○「無期転換ルール緊急相談ダイヤル」の開設

・9月から、指導課に特別相談窓口を設置。
2月13日からは、全国統一番号の相談ダイヤルを開設
し、労使からの相談に対応。
・有期契約労働者等から、無期転換ルールの適用を避け
る目的の雇止め事案等の相談や情報を把握した場合、
積極的に企業に啓発指導を実施。
個別労働関係紛争解決促進法に基づく援助の申出が
なされた場合は、労働局長の助言・指導を行った。

・企業からの、無期転換に係る
企業の対応、継続雇用の高齢
者の特例等への問い合わせに
対し、円滑な運用が図られるよ
うアドバイスを行った。

【継続雇用の高齢者に関する特例】

有期雇用特別措置法により、定年
後引き続き雇用される有期雇用労
働者等については、労働局長の認定
を受けることで、無期転換申込権が
発生しないとする特例が設けられてお
り、この認定申請が急増したことから、
処理体制を強化し、審査に当たって
いる。



女性の活躍推進

【雇用均等施策の推進】 雇用環境・均等の分野

次世代育成支援対策の推進

【一般事業主行動計画策定届届出企業数】

【えるぼし認定企業数】

女性活躍推進法認定マーク 「えるぼし」

【一般事業主行動計画策定届 届出企業数】

【くるみん認定企業数】

－７－

【公共調達における加点評価】

・各府省等が総合評価落札方式又は企画競争による調達によって公共調達を
実施する場合は、えるぼし認定企業、くるみん認定企業などを加点評価するよ
う定められており、そのメリットを企業に周知し、認定申請を促した。

・取組の実施状況が優良な事業主は、申請することにより厚生労働大臣の
認定（えるぼし認定）を受けることができる。
・認定は、評価項目を満たす項目数に応じて３段階。

平成３０年１月末現在

１，５８２社 （うち300人以下 130社） ＜届出率 ９９．６％＞

平成３０年１月末現在

３６社（うち300人以下 ４社）
３段階目 ２６社
２段階目 ９社
１段階目 １社

《11/22 OSAKAキラリ塾》

・企業が主体となって女性を部下に持
つ管理職の意識啓発や、女性リーダー
の育成研修等を行うことの重要。この
ため、大阪府等と連携して、職場におけ
る「女性活躍」の推進・普及を担う「女性
活躍推進のリーダー」を養成する「ＯＳ
ＡＫＡ輝（キラリ）塾」を共催するなど、関
係機関等と連携した女性の活躍推進の
取組を行っている。

【大阪府等との連携】 ハラスメント防止対策

平成３０年１月末現在

５，１０７社 （うち100人以下 1,566社） ＜届出率 ９７．６％＞

・行動計画に定めた目標を達成したなどの一定の基準を満たした企業は、申請す
ることにより厚生労働大臣の認定（くるみん認定）を受けることができる。

・さらに、認定を受けた企業が、より高い水準の取組を行い、一定の基準を満たす
と特例認定（プラチナくるみん認定）を受けることができる。

平成３０年１月末現在

１５６社 （うちプラチナくるみん認定企業 ６社）

【ハラスメント撲滅キャラバン】

・厚生労働省では、「全国ハラスメント撲滅キャラバ
ン」と銘打ち、事業主等を対象とした説明会の開催等
の取組を実施。
・大阪労働局においても、平成29年9月1日～12月28
日までの期間、ハラスメント特別相談窓口を設置。

また、11月28日に、大阪弁護士会と共催し「ハラス

メントのない職場づくりのためのセミナー」を開催。法
で定められているハラスメント防止措置の内容、メン
タルヘルス対策について説明。

さらに弁護士2名を講師に迎え、パワハラを含めた

総合的なハラスメント対策について、判例等を紹介し
ながら講演を行った。



【労働相談の充実のための取組】

労働相談件数 民事上の個別労働相談件数（左記「労働相談件数」の内訳件数）

29年度（１月末現在）の労働相談件数のうち、事業主からの相談件数は35,308件（37.3%）。

平成29年度
（１月末現在）

平成28年度 平成27年度 平成26年度

94,727 件 119,651 件 110,418 件 114,809 件

平成29年度
（１月末現在）

平成28年度 平成27年度 平成26年度

16,791 件 21,368 件 19,183 件 19,329 件

29年度（１月末現在）の個別労働相談件数のうち、事業主からの相談件数は1,475件（8.8%）。

労働局長の助言・指導の運用状況（受付件数） 紛争調整委員会によるあっせんの運用状況（受理件数）

平成28年度に助言・指導を実施した596件のうち、238件（39.9%）が解決した。 平成28年度に手続きを終了したあっせん381件のうち、合意成立件数は146件（38.3%）で
あった。

平成29年度
（１月末現在）

平成28年度 平成27年度 平成26年度

548 件 602 件 657 件 708 件

平成29年度
（１月末現在）

平成28年度 平成27年度 平成26年度

276 件 384 件 408 件 393 件

－８－

雇用環境・均等の分野

民事上の個別労働相談内容の内訳（上位５）
男女雇用機会均等法・育児・介護休業法・パートタイム労働法に
係る相談状況（上記「労働相談件数」の内訳件数）

平成29年度
（１月末現在）

男女雇用機会均等法に係る相談 1,208件

うち妊娠・出産等を理由とする
不利益取扱い

300件

育児・介護休業法に係る相談 6,434件

うち育児休業等に係る不利益取扱い 523件

パートタイム労働法に係る相談 89件
（1人の相談につき複数件計上あり）



大阪労働局における過労死等とその防止対策の現状

【働き過ぎ防止に向けた取組の推進】① 労働基準の分野

脳･心臓疾患及び精神障害の労災補償状況

ストレスチェック制度の実施状況

●事業場の83.9％がストレスチェックを実施
●概ね全労働者が受検したのは、ストレスチェック実施事業場の半数
●集団分析を行った事業場で職場の環境改善計画を策定したのは約１
割にとどまる

●約4割の事業場がストレスチェック以外の方法で高ストレス職場を把握

脳･心臓疾患補償
に係る補償状況

全国（年度） 大阪（年度）

H26 H27 H28 H26 H27 H28 H29
（9月末時点）

件数
全体

請求 763 795 825 83 86 83 61

決定 637 671 680 72 76 76 45

支給 277 251 260 24 20 25 8

うち
死亡

請求 242 283 261 15 29 18 8

決定 245 246 253 17 20 25 6

支給 121 96 107 8 3 10 1

精 神 障 害
に係る補償状況

全国（年度） 大阪（年度）

H26 H27 H28 H26 H27 H28 H29
（9月末時点）

件数
全体

請求 1,456 1,515 1,586 137 146 144 93
決定 1,307 1,306 1,355 140 139 136 59
支給 497 472 498 40 39 36 11

うち
自殺

請求 213 199 198 8 15 22 16
決定 210 205 176 19 14 17 10
支給 99 93 84 7 4 5 3

長時間労働が疑われる事業場に対する
監督指導実施状況（平成28年度）

● 違法な時間外労働があったもののうち、時間外・休日労働の実績が
最も長い労働者の時間数が

月80時間を超えるもの 582事業場（77.4％）
うち、月100時間を超えるもの 383事業場（50.9％）

●過重労働による健康障害防止措置が不十分なため指導したもの
1,559事業場(87.2％)

●労働時間の把握が不適正なため指導したもの 235事業場(13.1％)

実施事業場数
労働基準関
係法令違反
事業場数

主な違反事項別事業場数

労働時間
賃金不
払残業

健康障害
防止措置

合計
1,788 1,164 752 102 229 

（100%） （65.1%） (42.1％) （5.7%） （12.8%）

ୀ
ખ
૨
70
٫
த
঵
ர

接客娯楽業
95 74 

53 3 20 
（5.3%） （77.9%）

製造業
284 215 

155 26 51 
（15.9%） （75.7%）

運輸交通業
364 263 

189 7 45 
（20.4%） （72.3%）

その他
1,045 612 

127 17 33 
（58.4%） （58.6%）

－９－



【働き過ぎ防止に向けた取組の推進】② 労働基準の分野

長時間労働が行われている事業場に対する監督指導
長時間にわたる時間外労働の実行ある抑制を図り、過重労働による健康障害を防止するため、各種情報から時間外・休日労働時間数が１か月

あたり80時間を超えていると考えられる事業場や長時間にわたる過重な労働による過労死等に係る労災請求が行われた事業場に対して、重点的
な監督指導を実施している。

監督件数 1,788 件
違反件数 1,164 件
違反率 65.1 ％

過重労働撲滅特別対策班(通称：かとく)等
による取組み

過重労働による健康被害の防止などを強化するため、「かとく」を中
心に各労働基準監督署にて、違法な長時間労働、過重労働事案の中
でも重大・悪質なものに対し、司法処分を含めて厳正に対処している。

－１０－

＜ 「 か と く 」 送 検 事 例 ＞

平成28年度 平成29年度（４月～１月）

監督実施 1,605 件
違反件数 1,098 件
違反率 68.4 ％

長時間労働の抑制及び過重労働による健康障害の防止に係る監督指導

平成29年４月25日、全国で広告、広報に関する企画及び制作等
を行う大手広告代理店及び１名を、同社関西支社勤務の労働者１
名に対し、違法な時間外労働を行わせたとして、労働基準法違反
の容疑で大阪地方検察庁に書類送検したもの。

労働基準法第３６条に基づく時間外労働に関する協定で定める
限度時間を超えて、平成2８年２月１日から同年２月２９日までの
間、延べ６回にわたり、最大６時間の違法な時間外労働を行わせ
ていた。

違法な長時間労働を許さない取組みの強化

新ガイドラインによる労働時間の適正把握の徹底

長時間労働等に係る企業本社に対する指導

是正指導段階での企業名公表制度の強化

36協定未締結事業場に対する監督指導

① 「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」の
遵守についての指導を実施。。

② 同ガイドラインの周知に関し、年間55回の集団指導を実施予定（1月末現在44
回実施）。

違法な長時間労働等を複数の事業場で行うなどの企業については、企業本社に対し、
全社的な改善を図る指導を実施。

違法な長時間労働が行われた企業について、その事実を公表してきたが、過労死等
事案も要件に含めるなど公表要件を拡大。

36協定未締結事業場に対して、監督指導を実施。



【働き過ぎ防止に向けた取組の推進】③ 労働基準の分野

過重労働解消キャンペーン
厚生労働省では、11月に「過重労働解消キャンペーン」を実施し、長時間労働の削

減等の過重労働解消に向けた取組を推進した。大阪労働局においても、重点監督や
使用者団体・労働組合への協力要請等、各種施策の集中的な取組を実施した。

－１１－

重点監督の実施

労使の主体的な取組の促進

労働局長によるベストプラクティス企業への職場訪問

セミナー等による周知・啓発

過重労働解消相談ダイヤル

＜ベストプラクティス企業＞

コクヨ株式会社

① 長時間にわたる過重な労働による過労死等に係る労災請求が行われた事業場等
② 労働基準監督署及びハローワークに寄せられた相談等から、離職率が極端に高いなど

若者の「使い捨て」が疑われる企業等

を対象に、重点監督を実施。

平成28年度 重点監督の実施結果（実施期間：平成28年11月1日
～11月30日）

ベストプラクティス企業への職場訪問の様子

過重労働解消相談ダイヤルの取組の様子

10月25日（水）に、大阪労働局長から、公益社団法人関西経済連合会、大阪商工会議所、
日本労働組合総連合会大阪府連合会に対し、長時間労働の削減をはじめとする「働き方改
革」に向けた取組の要請を実施。

大阪労働局長が、長時間労働削減に向けた積極的な取組を行っている企業を訪問し、取
組事例を報道等により地域に紹介。

①過労死等防止対策推進シンポジウム（平成29年11月２日／約250名来場）

②過重労働解消のためのセミナー（平成29年9月13日・10月26日・11月６日・12月１日／各回約100名来場）

10月28日（土）に、労働基準監督官がフリーダイヤルで電話相談を受け付ける「過重労
働解消相談ダイヤル」を全国主要都市で実施。

全国で367件、近畿（２府４県）では38件の電話相談を受けた。相談内容としては、長
時間労働・過重労働(34.2％)や賃金不払い残業(26.3％)に関する相談が多くを占めた。

実
施
に
先
立
ち
、
広
報
を

行
い
周
知

過重労働解消キャンペーン期間中の取組

コクヨ ㈱ 口村統括部長（右手前）から
説明を受ける田畑労働局長（左手前）

コクヨ㈱「職場改善活動支援チー
ム」の案内でライブオフィスを視察

○ 効率的な職場環境（ライブオフィス）の実践
○ 労働時間の柔軟化（フレックスタイム制のコアタイム廃止）
○ 勤務時間の柔軟化（在宅勤務対象者の拡大、テレワークデイ
の取組、共有スケジューラーの活用） ・・・等々

取組み内容

全国 大阪

監督実施件数 7,014 354

違反率 67.2% 66.7%

主要事項での違反率 全国 大阪

違法な時間外労働があったもの 39.5% 39.3%

うち月100時間を超えるもの 43.1% 50.4%

賃金不払残業があったもの 6.5% 5.9%

健康障害防止措置が未実施のもの 10.4% 9.9%

※ 平成29年度の実施結果
は３月中に発表予定です。



【働き過ぎ防止に向けた取組の推進】④ 労働基準の分野

トラック運転者の過労運転防止等のための取組
トラック運送事業における過労運転防止等のための協力要請

大阪労働局ほか近畿2府4県の労働局及び近畿運輸局は、平成18年度からトラック運送事業における過労運転防止及び労働災害防止のため、発注条件等への
配慮について、荷主関係団体に対する協力要請を行ってきた。

平成29年度についても、同年11月20日に貨物運送業務を発注する57荷主団体に対して、発注条件への配慮について協力要請を行った。

「トラック輸送における取引環境・労働時間改善大阪府地方協議会」の開催

過労運転による交通事故の発生等、長時間労働の実態が問題視されるトラック運送業において、取引環境の改善及び長時間労働の抑制を実現するため、「ト
ラック輸送における取引環境・労働時間改善大阪府地方協議会（トラック協議会）」を開催し、運送業者、荷主、行政等の関係者が一体となって実態の把握及び具
体的な環境整備を図る。

発 荷 主

運送会社（元請）

着 荷 主

パイロット事業による実証実験

トラック運転者の長時間労働等の問題点・課題を改善するために、発荷主・着荷主及び運送事業者
を構成員とする集団を対象として実証実験を実施する。年３回程度参集し、行政から派遣されるアド
バイザー等とともに課題の抽出、改善点の検討等を行い、さらにそれらを実践、検証する。

パイロット事業対象集団

 

平成29年度開催状況
第５回 開催日：平成29年６月26日

議 題：平成28年度パイロット事業
の結果及び平成29年度同事
業の実施について等

第６回 開催日：平成29年10月12日
議 題：トラック運送業の適正な運

賃・料金の収受にむけた取組
について等

･･･ 第7回を平成30年３月19日に実施予定。
トラック協議会の様子

貸切バス運転者の過労運転防止等のための取組
【全国初】貸切バス運転者の過労運転防止等のための協力要請及び意見交換会

貸切バス運転者の労働条件については、過密な旅行行程や貸切バス事業者が顧客である旅行業者の要望を拒否し
づらい立場にあるため、平成29年６月14日に大阪労働局及び近畿運輸局から、旅行業界団体（３団体）及びバス事業者
団体（１団体）へ貸切バス事業者に対する運賃及び過労運転防止への配慮について協力要請及び意見交換会を行った。

｢バス運転者の過労運転を防止するための旅行業者への関係法令セミナー｣ の開催

バス運転者においては、他業種と比較して長時間労働の実態が認められ、過労運転によって発生する交通事故は社
会的な影響が大きい。これは、過密な旅行行程にも一因があるが、貸切バス事業者は顧客である旅行業者の要望を拒
否しづらい立場にあるとも考えられる。
そこで、大阪労働局及び近畿運輸局合同で、旅行業者に貸切バス運転者の過労運転防止のために、発注条件等

への配慮を促すことを目的として、労働関係法令や貸切バスの運賃・料金制度等に関するセミナーを開催した。

セミナー
●平成29年10月３日
●主に大阪府内大手２４業者 ３１人参加
●大阪地方合同庁舎第4号館にて開催

運送会社（下請）

労働局長と旅行業界
団体等との意見交換
会の様子

－１２－



メンタルヘルス対策の推進

【働き過ぎ防止に向けた取組の推進】⑤ 労働基準の分野

－１３－

◆ストレスチェック制度の具体的取組

●「大阪・職場の健康づくりフォーラム」の開催

・平成29年10月３日 ・450人参加

・ドーンセンターにて開催

・事例発表：アサヒビール(株)吹田工場の産業医の大阪大学大学院 医学系研究科血液・腫瘍内科学 准教授医学博士 柴山浩彦氏

・特別講演：ストレスチェック制度の検討会の委員の産業医科大学 作業関連疾患予防学研究室 岩崎明夫氏
「集団分析の活用方法と高ストレス者への面接指導のあり方」について講演

●ストレスチェック制度説明会の開催（大阪産業保健総合支援センターと共催）

・「職場のメンタルヘルス対策セミナー」 5月29日、6月20日、8月9日、9月15日 4回開催

・「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援のための研修会」 7月7日、8月7日、9月1日 3回開催

●個別指導時における指導状況

・チェックリストを活用した指導

「心の健康づくり計画」の策定、 職場環境等の把握と改善、パワーハラスメントの再発防止対策など

◆目標
ストレスチェック制度を踏まえたメンタルヘルス対策に取り組む事業場の割合を80％以上とします。

◆ストレスチェック制度の導入、施策の基本方針

●ストレスチェック制度の実施率の向上

・集団分析結果を活用した職場環境改善や組織活性化の取組

・高ストレス者の面接指導受検率を向上させるため、メンタ
ルヘルス不調の未然防止になるなど理解を深める

●積極的な周知の展開

・説明会等の開催

・窓口での直接指導（実施状況の確認、文書による勧奨）

●効果的な指導の実施

・50人以上の事業場（未実施の場合等の文書指導）

・50人未満の事業場（助成金等の情報提供）



1,403 
1,472 

519 

1,312 

75 
155 

921 

495 

870 

82.5

63.1

78.6
72.8

62.7 65.2

77.2 77.6

60.9

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0
100.0

0
200
400
600
800

1,000
1,200
1,400
1,600

ଲ
ୗ
঵

૦
ਝ
঵

ઈ
ୟ
ઐ
ৢ
঵

ૹ
঵

স
੆
ઁ
ઔ
঵

ઇ
୘
ଢ଼
஢
঵

৳
௏
ୋ
ে
঵

ம
௢
ᆯ
௫
঵

ज
भ
౎

【労働条件の確保・改善対策の推進】① 労働基準の分野

申告・相談への対応

平成29年 申告受理件数：2,408件（前年同期2,511件より4.1％減）

平成29年 相談件数：109,522件（前年同期111,760件より2.0%減）

監督指導の実施状況

労働者の労働条件の確保・改善を推進するために事業場等に対する監督指導を実施し、労働基準関係法令の違反について、是正するよう
指導している。

－１４－

大阪労働局及び管下の労働基準監督署の窓口における申告・相談に対
して、丁寧に対応するとともに、長時間労働や賃金不払い等の法違反が疑
われる事案については、優先的に監督指導等を実施している。

電話や投書、メールでの情報提供についても、内容や状況を踏まえて的
確に対応している。

※ 申告監督及び再監督（是正状況を確認するために再び実施する監督）を除く。

Ｈ27年 Ｈ28年 Ｈ29年

申告監督実施件数 2,205 2,083 1,972

うち違反件数 1,529 1,483 1,353

違反率 69.3% 71.2% 68.6%

違反率

賃金不払 23.7%

割増賃金 25.3%

解雇予告 10.9%

申告監督件数の推移 主な違反事項・違反率
（H29年）

Ｈ27年 Ｈ28年 Ｈ29年
速報値

監督指導
実施件数 6,257 6,526 7,222

うち
違反件数 4,700 4,642 5,222

違反率 75.1% 71.1% 72.3%

監督指導件数の推移

労働基準法 労働安全衛生法

労働時間 30.7% 定期
健康診断 17.0%

割増賃金 20.0% 作業
主任者 4.0%

労働条件
明示 14.7% 定期

自主検査 3.8%

就業規則 12.8% 安全
管理体制 2.5%

主な違反事項・違反率（H28年） 業種別の監督指導実施状況（H29年）

監督件数

違反率

労働者からの申告に基づき実施する監督



【労働条件の確保・改善対策の推進】② 労働基準の分野

司法処分の実施状況
重大・悪質な労働基準関係法令違反が認められる事案に

対しては、司法処分により厳正に対処し、同種事案の発生
防止のために刑事事件として送検した事案等を積極的に公
表する。

なお、当局の送検件数は、平成25年以降全国1位となって
いる。

労働基準関係法令の周知取組

－１５－

「初歩から学ぶ労働基準法講座」の開催

事業場における法違反を未然に防ぐことを目的に、事業主や企業の労務管理
担当者等を対象として、労働基準法関係法令の初歩的な項目について説明す
る講座を開催した。

今年度は、開催場所も工夫し、大阪市内以外でも開催した。
さらに第３回目からは、働き方改革の科目を加え、内容を拡充した。

「第１回初歩から学ぶ労働基準法講座」
●平成29年6月5日
●計 170人来場
●エルおおさかにて開催

「第２回初歩から学ぶ労働基準法講座」
●平成29年9月5日
●計 178人来場
●高槻市立生涯学習センターにて開催

「初歩から学ぶ労働基準法･働き方改革支援講座」
●平成29年11月27日
●計 84人来場
●大阪商業大学にて開催

H27年 H28年 H2９年

ௌ
௮
੦
૆
১
ಉ
ୀ
ખ

定期賃金の不払い 16 12 10

解雇 0 2 1

賃金不払い残業 6 5 2

労働時間・休日等 18 18 12

その他 9 3 5

計 49 40 30
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৸
ୋ
ে
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ୀ
ખ

機械等危険防止 9 12 9

作業主任者の選任等 9 1 2

墜落等危険防止 4 9 9

労災かくし 7 9 7

就業制限 3 2 0

その他 5 7 5

計 37 40 32

合 計 86 80 62

送検件数の推移
5年連続
１位



目標（死傷災害）

平成２４年と比較して、平成２９年までに
休業４日以上の労働災害による死傷者
の数を１４%以上減少させること
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H30.1.31現在

目標（死亡災害）

平成２４年と比較して、平成２９年までに
労働災害による死亡者の数を１２%以上
減少させること

平成２７年には目標を達成し、翌２８年は目標と同数であった。しか
し、最終年の平成２９年は、前半の死亡災害の急増が影響し、目標
達成には至らなかった。

平成２７年まではほぼ横ばいであったが、平成２９年は平成２４年と
ほぼ同数となる見込であり、目標達成には到底及ばない。

【労働者が安全で健康に働くことができる職場づくり】① 労働基準の分野

大阪労働局労働災害防止推進計画（第12次防） 【最終年度】

－１６－



③ 一斉監督（緊急立入調査）の実施
新名神高速道路工事現場での死亡災害の発生を契機として、新名神高速道路工事現場を含む墜落･転落災害懸念現場に

対し一斉監督･個別指導を実施した。7月3日から7月20日の間で232現場に立入り、8月1日、結果を取りまとめ公表した。
46.1％の現場で法令違反を確認（新名神現場では22.7％）。元請から下請への指導不足に関する違反が、法令違反の85％

（91件）を占め最多。

死亡災害急増に対する取組

【労働者が安全で健康に働くことができる職場づくり】② 労働基準の分野

－１７－

《平成29年に入り死亡災害の増加が著しく、4月以降も増加傾向が継続していた》

① 「STOP！墜落災害 命綱GOキャンペーン」の実施
労働基準部長通達「死亡災害防止緊急対策について」（H29.4.13）を発出し、本省指示で健康課が展開する「STOP！熱中症

クールワークキャンペーン」と連携したリーフレットを作成し積極的に広報するとともに、建設現場の指導等に係る計画を前倒し
して実施した。

② 働き方改革の推進に係る包括連携協定の活用
大阪信用金庫と結ばれた働き方改革の推進に係る包括連携協定を活用し、同金庫の73店舗に設置された140台のモニター

に、建設業以外でも懸念される墜落・転落災害防止に関する動きのある画像の放映を依頼、死亡災害急増を広くアナウンスし
た。
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製造業 建設業 運輸業 商業 その他

平成28年 平成29年（H30.1）死亡災害発生状況 平成28年 平成29年
（H30.1）

製造業 11 11

建設業 11 19

運輸業 12 11

商業 3 5

その他 14 11

全産業 51 57

◆ ①②③の対策を講じ、急
増には一定の歯止めがか
かったものの、建設業が前
年比７割以上増加し、業種
全体として14 ％の増加と
なった。

◆ 今後も、状況に応じ、時
機を逸せず対応することと
する。



労働災害件数を減少させるための重点業種

【労働者が安全で健康に働くことができる職場づくり】③
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－１８－

全体に占める「第三次産業」の割合は年々高くなっており、全体の半数を超える。

◆ 重点対象業種 【小売業】 【社会福祉施設】 【飲食店】

（H29年はH30.1月値による推計値）

8388

4263

1880

1514

679

0 2000 4000 6000 8000 10000

全産業

第三次産業

製造業

運輸業

建設業

死傷災害発生状況（平成２９年業種別・大阪） ［推計値］

◆ 労働災害発生件数の減少

のためには、「第三次産業」
の「転倒災害」を防止するこ
とが必須であり、様々な手
法を用い、啓発、指導を図っ
ているが、現在のところ大き
な成果は見えておらず、引
き続き対策が必要である。



第三次産業に対する取組

【労働者が安全で健康に働くことができる職場づくり】④ 労働基準の分野

◆ 重点対象業種 ○ 小売業 ○ 社会福祉施設 ○ 飲食店

◆ 多店舗展開企業の本社１０社を局長ほか幹部が直接訪問し、要請を行った。（小売業：５社、飲食店３社、社会福
祉施設２社）

◆ 災害が多発している多店舗展開企業を招集する連絡会議を継続的に開催した。（H29.3.9 H29.7.19
H29.10.18）

◆ 要請先以外の災害が多い企業（７社）を招集し、災害防止対策等の情報を共有した。（H29.10.24）

◆ 大阪労働局管下の１３の労働基準監督署が管轄区域内の大規模商業施設の管理組織を訪問し、テナントへの
災害防止指導を直接要請するとともに、施設バックヤードに、転倒災害防止等に係るポスター等の掲示を依頼し
た。

◆ 休業４日以上の労働災害を発生させた第三次産業全事業場に対し、「労働災害防止のための自主点検等報告
書」の提出を要請した。

◆ 局長ほか幹部が直接訪問し要請した多店舗展開企業からは、災害防止計画が提出され、発生件数が減少する
など、一定の成果がみられた。

◆ ３回に亘って開催した多店舗展開企業の連絡会議では、参加各社から対策事例をはじめ、安全の見える化事例
など他社の参考となる情報が共有された。

◆ 大規模商業施設のひとつであるデパート（百貨店）を集めた大阪百貨店協議会（平成２６年度から）は、今年度で
当初計画していた行事は終了したが、参加各社の要望もあり、運営方法を一部変更した上で継続して開催するこ
ととなった。

≪取り組んだ結果≫

≪平成２９年度の取組≫

－１９－



ゼロ災・大阪「安全見える化運動」の展開

【労働者が安全で健康に働くことができる職場づくり】⑤ 労働基準の分野

◆ ゼロ災ロゴマーク

● 「ゼロ災・○○（府県）」のロゴマーク
を近畿ブロック各労働局で共有し、

◆ ゼロ災・大阪「安全見える化運動」推進大会
の開催

● 平成２９年７月３日 ● ５３０人 参加
● エル・おおさか（大阪府立労働センター）エ

ル・シアターにて開催

◆ 「安全の見える化」事例集

● 監督署・災防団体による収

集事例約８００から選考し
た８４の好事例を１冊にま
とめた「安全の見える化」
事例集を作成・普及促進

● その他、リーフレット、パ
ンフレットに収集した事例
を掲載

◆ パネル展示

● 「安全の見える化」事

例パネルを大阪中央
労働総合会館（大阪

◆ 命綱ＧＯ活動（いのちつなごうかつどう）

● 建設業での墜落・転落災害の防止

を図るため、安全帯の使用・点検
を柱とした「命綱ＧＯ活動」をゼロ
災・大阪「安全見える化運動」の一
環として展開

● 今年度３年目を迎え、現場への調

査の結果、８２％が「命綱ＧＯ活
動」を認知

平成25年度から、大阪労働局労働災害防止推進計画の期間に合わせ、安全の見える化の普及促進を図り、工場、現場、事務
所、店舗などの職場に潜む危険や安全衛生活動等を積極的に目に見える形にすることにより、労使の自主的な労働災害防止
活動を促進し、健康が確保され安全・安心な現場・職場の実現を図ることを目的に、“見ること「気づき」から「考動」へ”をスロー
ガンに「ゼロ災・大阪『安全見える化運動』」を展開した。

中央署）
の１階で
常設展示
（３か月ご
とに更新）

広域にわたる広報活
動に活用

平成３０年度からの《労働災害防止運動》

－２０－

「ゼロ災・大阪『安全見える化運動』」は今年度をもって終了し、平成３０年度から始まる大阪労働局第１３次労働災害防止推進
計画の期間に合わせ、「災害ゼロ・疾病ゼロの大阪」を実現することを究極の目標として「リスク“ゼロ”大阪推進運動」を展開す
ることとしている。



説明：

スーツを着たウサギのキャラクターです。両耳を「ちりょ
う」「しごと」のフキダシに見立て、両立すべきものが明確
に伝わることを意図しています。軽やかに歩いている姿で、
「治療と仕事を両立」することによる前向きな気持ち、より
働きやすい職業生活へと一歩ずつ着実に進んでいくイメージ
を表現しています。

事業場における治療と職業生活の両立支援

【労働者が安全で健康に働くことができる職場づくり】⑥ 労働基準の分野

－２１－

◆「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」の周知
●「働き方改革セミナー」（８月３日開催400名参加、12月15日開催75名参加）
●「大阪職場の健康づくりフォーラム」（10月３日開催450名参加）
●その他の取組 大阪府医師会「大阪府医ニュース」に記事掲載

◆「大阪府地域両立支援推進チーム」の立ち上げ
●第1回 推進チーム会議（7月19日開催）
●構成員 ・日本労働組合総連合会 大阪府連合会

・関西経済連合会
・大阪労働基準連合会
・大阪府医師会
・労働者健康安全機構 大阪産業保健総合支援センター
・大阪府健康医療部保健医療室健康づくり課 生活習慣病・がん対策グループ
・大阪府立病院機構大阪国際がんセンター がん相談支援センター
・労働者健康安全機構大阪労災病院 治療就労両立支援センター
・日本医療社会福祉協会（大阪府立病院機構大阪国際がんセンター）がん相談支援センター
・日本産業カウンセラー協会 関西支部
・大阪府社会保険労務士会
・日本キャリア開発協会（三井住友海上火災保険株式会社）キャリアコンサルタント
・健康経営アドバイザー（エイチ・アール・エム・オフィス社会保険労務士法人）
・大阪労働局

◆大阪労働局（大阪地域両立支援推進チーム）における取組
推進チームにおいては、以下の事項について意見交換等を行いました。

●事業者向けリーフレット及び労働者向けリーフレットの作成
●両立支援ガイドラインやリーフレット等を活用した両立支援の周知・啓発
●大阪府産業保健総合支援センターのホームページを活用した両立支援の周知
●「治療と職業生活の両立支援セミナー」の開催（2月22日）など

「ちりょうさ」

◆目標
疾病を抱える労働者が治療と職業生活を両立できるように、事業場で必要となる支援

の取組方法をまとめた「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライ
ン」を積極的に周知します。

治療と仕事の両立支援イメージキャラクター

「病気の治療と仕事の両立」

【背景等について】

1 患者に関する就労の現状
・日本の労働人口の約3人に1人が何らかの疾患を抱え

ながら働いている。

2. 課題
・病気休暇制度のある企業割合は、22.4％となってい

る。(常用雇用者30名以上の企業)
・病気休暇からの復帰プログラムのある企業割合は、

11.5％となっている。(常用雇用者50名以上の企業)
・時間単位年休制度がある企業割合は、16.2％となっ
ている。(常用雇用者30名以上の企業)

・医療機関の就労支援機能が不足している。
(例えば、「がん診療連携拠点病院」での相談支援体
制は、38％しかないこと。)



化学物質等による健康障害防止対策の推進

【労働者が安全で健康に働くことができる職場づくり】⑦ 労働基準の分野

－２２－

◆化学物質のリスクアセスメントの義務化 （平成29年3月1日時点・663物質）
●改正内容の周知（説明会開催）

平成29年8月30日、9月14、9月20日（113名出席）

●【ラベルでアクション】運動の展開
GHSマーク（絵表示）があったら、SDSの確認とリスクアセスメントの実施

●製造者等に対する指導
安全衛生水準に応じた指導（指導票の交付、助言等）

◆石綿（アスベスト）による健康障害予防対策
●自治体との連携 ●工事業者や建築物所有者に対する指導の徹底
●石綿等による健康障害の早期発見のため、大阪府医師会と連携した産業医

向け研修会の開催（基礎研修12月20日開催 読影実習2月14日開催）

◆目標
職場における化学物質管理の推進のため、GHS（化学品の分類および表示に

関する世界調和システム）分類において危険有害性を有する全ての化学物質に
ついて、ラベル表示と安全データシート（SDS）の交付を行っている化学物質
製造者の割合を80％以上とします。

ラベルでアクション

を
作
成

譲渡提供者
（製造者・輸入者等）

SDS

ラ
ベ
ル
を
作
成

製品が来る ⇒ ラベルを見る ⇒ 今すぐ安全対策

□SDSで危険有害性の把握
□リスクアセスメント
□対策

・発散抑制設備等
・作業の見直し
・保護具の使用

□労働者への教育

情
報
の
提
供

譲渡提供先
（使用者等）◆特定の吸入性有機粉じんによる肺疾患の調査等

●｢架橋型アクリル酸系水溶性高分子化合物（粉体）の取扱事業場の肺疾患発
生状況や健康診断結果調査

●取り扱っている労働者に対する胸部Ｘ線の有所見者に対する精密検査及び若
年齢労働者に対する胸部エッス線検査の受診等の指導

SDS

◆まとめ
【義務対象物質】 ラベル表示 99.3％ SDS交付 99.5％
【努力義務対象物質】 ラベル表示 74.0％ SDS交付 70.9％
※ 「義務物質」については目標を大きく上回ったが、「努力義務物質」

については達成に至らなかった。



職業性疾病等予防対策の推進

【労働者が安全で健康に働くことができる職場づくり】⑧ 労働基準の分野

－２３－
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平成29年は、速報値

業務上疾病に占める腰痛の推移

（大阪）
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業種別腰痛災害発生状況

前年同期比較（速報値）

平成29年 平成28年

◆目標（腰痛）
腰痛の業務上疾病に占める割合が大阪では、依然として高い

状況で推移しているため、死傷者数を前年に比べて10％以上減
少させます。

515

◆目標（熱中症）
熱中症予防キャンペーン期間中(5月1日～9月30日)、早い時期

から予防に取り組むことや「体調が悪いです」と上司に伝えやすい
職場・現場環境の実現を図れるよう説明会や指導等を実施します。

◆取組状況（熱中症）
●早い時期からの取組を周知。

報道機関への発表 4/20
新聞・雑誌等への掲載 6/1、7/1、8/11

●STOP！熱中症クールワークキャンペーンの展開。
●熱中症予防対策セミナーの開催：大阪産業保健総合支援センターと共催

（5/23、6/9、6/19、7/6）
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平成29年は、速報値

熱中症の発生件数と真夏日の日数（大阪市）

発生件数（休業4日以上） 真夏日（30℃以上）

◆取組状況（腰痛）
●社会福祉施設、陸上貨物運送事業、全産業の各業種向けの啓

発用リーフレットを作成し、周知。
●腰痛発生件数の多い社会福祉施設、小売業に対しては、「第

三次産業（小売業・社会福祉施設・飲食店）対策」に併せ、
また、陸上貨物運送事業に対しては「陸上貨物運送事業対
策」に併せてそれぞれの業種に適した腰痛予防対策を指導。

◆まとめ（腰痛）
●平成29年12月末現在の発生件数は、速報値であるものの

318件であり、前年に比べ約11.0％の減少。

◆まとめ（腰痛）
●事業場に対し、暑熱な環境になる前から計画的に熱中症対策を講
じるよう指導した。平成29年12月末速報値で27件の発生。



【最低賃金制度の適切な運営】 労働基準の分野

◆最低賃金審議会の円滑な運営

◆最低賃金引き上げのための環境整備

大阪地方最低賃金審議会会長から
大阪労働局長への答申

平成2９年8月３日

●地方自治体との連携による大型ビジョンでの放映

●地方自治体等の広報誌への掲載 ●テレビ放映

大阪府最低賃金の周知と履行確保

大阪府、府下各自治体、使用者団体、労働者団体等に対して広報誌への掲載、
ポスターの掲示、各種リーフレットの配架、大型ビジョン等による放映などを依頼
した。
大学等教育機関、男女共同参画施設、鉄道各社へポスター掲示を依頼した。
新聞、テレビなどマスコミに対する積極的な働きかけを行った。

「働き方改革に係る包括連携協定」に基づき協定を締結した金融機関に、リーフ
レットの配架等を依頼した。

第４四半期に最低賃金の履行確保を重点とする監督指導を実施し、監督時に中
小企業支援策の案内を行った。実施にあたりマスコミに事前広報を行った。

中小企業等支援事業の周知と活用促進

｢大阪府最低賃金総合相談支援センター」や拡充された「業務改善助成金」等の
中小企業等支援事業について、局幹部が関係団体に出向くなどして積極的に
周知を行い、その利活用の勧奨に努めた。

その他の取組

行政機関の業務委託先において、最低賃金の履行確保に支障が生じることが
ないよう地方自治体及び国関係機関に発注時の特段の配慮等について要請を
行った。
大阪市契約管財局と最低賃金に係る情報の提供に関する協定を締結した。

地方自治体との連携により大型ビジョンや電光掲
示板による放映を依頼しました。

駅構内のポスター掲示

地方自治体等の広報紙への掲載

経営課題や労務管理に関する
ワン・ストップ無料相談

業務改善助成金の拡充

マスメディアを用いた周知広報

大阪市契約管財局との協定締結式

平成29年11月30日をもって
大阪府の全ての最低賃金が決定

－２４－



・ 毎年、石綿ばく露作業による労災認定等事業場を公表して

いる（全国）。

※平成１７年７月の第１回公表以来、平成２８年度分で延

べ１２，３２４事業場を公表している。

・ 石綿関連請求件数は年間１００件以上の高水準で推移して

おり、労災補償及び石綿健康被害救済法に基づく特別遺族

給付金の周知・広報に努め、石綿による疾病ついての労災

請求等の一層の促進を図っていく。

２ 迅速･適正な労災補償の実施

【労災補償制度の適正な運営】 労働基準の分野

３ 石綿関連疾患に係る補償（救済）制度
の更なる周知の徹底

－２５－

・ 過労死等事案（脳・心臓疾患及び精神障害事案） の請求
件数は依然として高水準で推移している。

・ 過労死等事案の事務処理にあたっては、監督・安全衛生
担当部署への情報提供を確実に実施するとともに、認定
基準等に基づく迅速・適正な処理を一層推進する。

・ 労災保険の窓口業務について、相談者等に対して懇切・
丁寧な説明を行う。

１ 大阪局の給付種類別保険給付状況（平成28年度）



【雇用失業情勢を踏まえた職業紹介業務の推進】

－２６－

職業安定の分野

【人材不足分野等における人材確保等の総合的な推進】

介護分野 保育分野 福祉・建設・警備・運輸分野

〔雇用管理改善セミナー〕

介護事業者を対象として、介護労働に関する作
業部会での成果を説明するとともに、雇用管理
改善に資するセミナーを実施。

平成29年12月～平成30年1月
大阪府内6ヵ所で開催 参加者数 39名

〔介護就職フェスタ〕

厚生労働省推薦、介護を
テーマにした映画「ケアニ
ン」の上映を中心に、介護
職の業界研究につながる
セミナーや職業訓練の説
明を行い、介護職への就
職意欲を喚起しました。

平成30年2月17日開催
参加者数 64名

〔高等学校での業界説明会〕

大阪東所における人材確保支援の一
つとして、福祉・建設・警備・運輸の業
界団体を一堂に集め、高等学校の1年

生を対象として各分野における業界説
明会を実施。

平成30年2月1日開催
参加者数 112名

〔業界特別相談会〕
（大阪東所）

人材確保対策コーナー
において、建設・警備・
運輸業界の業界団体を
招き、業界特別相談会
を実施。

〔介護就職ディ〕

11月11日「介護の日」
前後2週間を中心として、

府内全ハローワークで就
職面接会及びセミナー等
を実施。

〔保育士就職面接会・説明会〕
毎年有効求人倍率が上昇する11～1月を中心として

就職面接会、合同説明会やセミナーを実施。

開催回数 8回 参加者数 147名

○就職面接会の実績
開催回数 22回
参加事業所数 97社
参加者数 431名
就職件数 88件
（平成30年1月末時点）

○業界特別相談会の実績
開催回数 5回
参加者数 20名
（平成30年1月末時点）

介護分野
介護分野

福祉・建設・警備・運輸分野



【地方自治体との連携による就職支援】

【雇用対策協定の取組】

－２７－

職業安定の分野

【一体的実施の取組】 【生活保護受給者等に対する就労支援】

～雇用対策協定の締結状況～
○大阪府、堺市、東大阪市、高槻市、吹田市、寝屋川市、柏原市の１府６市と雇用対策協定を締結
○地域のニーズに合わせて、協定に基づく各種取組を実施

○大阪府、大阪市、堺市、寝屋川市、柏原市と７拠点で実施
○ハローワークコーナーによる紹介就職件数（生活保護常設窓口を除く）

平成３０年１月末現在 ３，３４９件（目標進捗率１１４．７％）

＜東大阪市＞

東大阪市との協定
事業として
モノづくり産業へ
の就職を支援する
ため、女性を対象
とした就職応援セ
ミナー等を開催

来場者： ４１人

＜柏原市＞

柏原市・八尾市と
の連携事業として
地元就職を支援す
るための合同面接
会を開催

参加企業：２１社
参加者： ６８人

○地方自治体との連携により
生活保護受給者等に対する常設の職業
相談窓口を自治体福祉事務所内に設置

⇒ 計21箇所
H25年度：10箇所 H26年度：4箇所
H27年度：4箇所 H28年度：1箇所
H29年度：2箇所

○支援対象者数・就職者数ともに高水準
を維持

H30年1月末現在
生活保護受給者等就労自立促進事業

就職者数：５，１３４人
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予定
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【若年者に対する雇用対策の推進】

【新規学卒者に対する就職支援の取組】

－２８－

職業安定の分野

【フリーターに対する正社員就職支援の取組】

〇「大阪わかものハローワーク」 「あべの わかものハローワーク」の２ヶ所のわかものハローワークと各ハローワークの「わかもの支援窓口」 において、担当者制による個別支援を中心とし
たフリーター に対する就職支援を実施。

就職面接会等各種イベントの実施

〇平成３０年３月卒業予定者の就職内定率
新規高卒者（平成３０年１月末現在）

【大阪】９２．４％ （前年同期差１．５ポイント増）
新規大卒者等（１２月１日現在）

【近畿】８７．５％（前年同期差０．５ポイント増）

〇学卒ジョブサポーター支援による正社員就職決定数
目標：１４，８３７人 実績：１３，９３３人（平成３０年１月末現在）

進捗率：９３．９％

〇ユースエール認定企業 認定１１社（平成３０年１月末現在）
引き続き制度の周知を図り、若者の適職選択を促
進するとともに、企業が求める人材の円滑な採用を
支援する。

〇大阪新卒応援ハローワーク
施設に企業説明会用ブース（R.M.B：レギュラーマッチング
ブース）を設置し、企業説明会を実施。拡大Ｒ．Ｍ．Ｂで
は、様々な業界の複数の企業が集まる合同企業説明会
として定期的に開催。

わかハロサークル

拡大Ｒ．Ｍ．Ｂ第９弾「事務職編」

〇世界一・日本一合同企業説明会の開催
大阪が誇る世界一・日本一・世界初・日本初・オンリーワ
ン等の技術やシェア、独自製品を持つ企業２１社が集ま
るプレミアムな業界研究・企業イベントを開催。

前回開催時の様子

グループ支援の取組

「わかハロ就活クラブ」（大阪わかものハローワーク）
「わかもの就活倶楽部」（あべの・わかものハローワーク）
「就職」という同じ目標を持った仲間が集まり、グループワークを
通じて、情報交換やコミュニケーション能力の向上を図る。

「わかハロサークル」
特にコミュニケーションに不安を抱える若年者を対象に
GATB（厚生労働省編一般職業適性検査）を実施。
８人の少人数制で、自己理解を深め、自分に合った職業
選択を目指す。

あべわか会社説明会

参加企業数 ４社 参加者数 ５１人



【女性に対する雇用対策の推進】

－２９－

職業安定の分野

〇マザーズハローワーク事業の推進

□ マザーズハローワーク ［難波・堺］
□ マザーズコーナー

［梅田、淀川、布施、千里、藤井寺、泉大津、枚方、高槻］

ハローワーク淀川マザーズコーナー（H29.4設置）

大阪マザーズハローワーク×ハローワークプラザ難波
「事業所内保育所がある企業～タクシードライバーフェア」開催

【面接会ブース】
参加事業所：１社

【遊べるブース】

参加者 ８人
うち採用者 ２人

〇大阪新卒応援ハローワーク
セミナー「私らしい働き方とキャリアプラン」
「女性活躍・両立支援を推進する企業の合同企業説明会」の開催

【セミナー】
参加者 １１人

【説明会】
参加事業所数 １２社
参加者 ８４人

〇女性活躍応援コーナー
ハローワークプラザ難波内に「女性活躍応援コーナーを設置（H28.1.12）

重点支援対象者（※）数 ４，７３８人
重点支援対象者（※）の就職率 ９１．５％
（※）子育てをしながら就職を希望する者等 平成３０年１月末現在



【障害者・高年齢者雇用対策の推進】

【障害者の雇用対策】

－３０－

職業安定の分野

【高年齢者の雇用対策】

○民間企業に雇用されている障害者の数は、１４年連続
過去最高を 更新（平成２９年度‥４４，４６９．５人）

44,469.5

39,217.0 40,438.5 

41,620.0 43,121.0

1.76 
1.81 

1.84 
1.88 

1.92 

1.65
1.70
1.75
1.80
1.85
1.90
1.95

30

35

40

45

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

障害者の数 実雇用率

障害者実雇用率と雇用されている障害者の数
(千人) (％)

※各年6月1日現在

○精神・発達障害者の
職場定着推進事業

【精神・発達障害者
しごとサポーター養成講座の開催】

（平成３０年１月末現在）

集合講座 ９回
出前講座 １１回
参加者数 1,327名

○生涯現役支援窓口の設置
・増加傾向にある６５歳以上の高年齢者への就職支援を

重点的に実施
・「生涯現役支援窓口」を府内６か所に設置し、担当者制

による再就職支援や各種ガイダンス等を実施
・平成３０年度は府内全ハローワークに「生涯現役支援

窓口」を設置予定

○高年齢者が応募しやすい求人情報の提供
各ハローワークでは「高年齢者が応募しやすい求人」を

確保した場合、求人情報提供パソコンに検索ボタンを設定
し、求人情報の提供に努めている

○いきいきシニア就職面接会
５５歳以上の求職者を対象に就職面接会を開催
平成３０年３月６日（火）

参加企業数：３０社

前回開催時の様子

○平成３０年４月1日から 障害者法定雇用率が
２．０％ から ２．２％ に引き上げとなります

【精神障害者雇用促進キャンペーンを実施】

精神障害者の雇用に積極的に
取り組む企業への訪問

大阪労働局と大阪府による
経済団体への要請

求人情報提供パソコン 画面イメージ



【外国人雇用対策の推進】

－３１－

職業安定の分野

【職業訓練を活用した就職支援】

○職業訓練コース説明会の開催

平成29年10月31日、あべのハルカスにて
大阪南・中河内ブロック訓練コース説明会を開催。

参加校：１２校 来場者数：１２４名

〇「ものづくりの魅力って何だ？！セミナー」同時開催

女性にも「ものづくり」をより具体的にイ
メージして、興味を持っていただくための
セミナーを開催。

ものづくり分野の魅力や経験談等、空
調設備現場の第一線で活躍されていた
大阪府立南大阪高等職業技術専門校
の女性指導員が女性目線で「ものづく
り」の魅力を発信。

参加者：３８名 【セミナーの様子】
【職業訓練コース説明会の様子】

○外国人留学生就職面接会2017
平成２９年１１月１５日開催

OMMビル2階展示ホールＡ・Ｂ
参加企業６３社 参加留学生４６２名
内定者５６名（H30.1.31現在）

【参考】外国人留学生就職面接会2016
参加企業３９社 参加留学生３９１名 内定者４４名

○関空就職フェア2018
平成３０年１月２６日開催

スターゲートホテル関西エアポート４階鳳の間
外国人留学生就職面接会（泉州地域初）を同時開催

参加企業２０社
（うち留学生の採用に

積極的な企業５社）
参加人数１０９名
（留学生３４名）

○留学生ﾋﾞｼﾞﾈｽインターンシップ
Ｈ２９年（夏期） 受入企業２２社 参加留学生４７名

外国人留学生就職面接会2017の様子

関空就職フェア2018の様子



①指導監督の状況

②行政処分の実績（次ページに掲載）

●新規事業説明会（４～１月）
労働者派遣事業 １０回 ９５人（前年同期 １０回 １０８人）
職業紹介事業 １０回 １１９人（前年同期 １０回 ８２人）

①特定労働者派遣事業から許可制の労働者派遣事業への
切替説明会（４月～１月）
３０回 ７０５人

②許可申請・届出受理後説明会（４月～１月）
労働者派遣事業 ２２回 ６６１事業所

（前年同期 ２０回 ４５５事業所）
職業紹介事業 ２０回 ３２６事業所

（前年同期 ２０回 ３８１事業所）

③労働者派遣セミナー（４月～１月）
１２回 ２０７人（前年同期 １３回 ２７２人）

労働力需給調整事業の適正な運営の確保
需給調整事業の分野

ア 許可申請・届出事業者及び派遣労働者への法制度の周知徹底

イ 許可申請・届出に対する適切な調査確認

ウ 労働者派遣法、職業安定法等の遵守徹底

平成２９年度（４月～１月） 前年度同期

職業紹介事業（個別指導） １１０件 １４６件

労働者派遣事業 派遣元 ５３５件 ５３６件

（個別指導） 派遣先 ３８件 ３７件

請負関係事業（個別指導） １０９件 １０４件

165 190 188 238
250

520 541 510 423 610

1,896 1,941 2,009 2,130 2,271

7,789 7,793 7,920 7,674 7,512
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4,000
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7,000
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平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度*1

職業紹介事業許可・届出件数（新規） 労働者派遣事業許可・届出件数（新規）*2

職業紹介事業所件数 労働者派遣事業所

労働者派遣事業・職業紹介事業の事業所数と新規許可・届出件数（大阪）
（件）（所）

*1 平成29年度は、平成30年1月末現在の数値である
*2 平成27年9月法改正により届出制が廃止されすべて許可制となる

④業界団体等への講師派遣状況（４月～１月）
９団体 １１回 ３９２人 （前年同期 ７団体 ８回 ６０２人）

⑤派遣先・改正職業安定法セミナー（１１月）
１回 １，１２３人

⑥職業紹介事業者等を対象とした改正職業安定法セミナー（１２月）
３回 ３５８人
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●派遣労働者からの苦情・相談（４～１２月） ＊四半期毎に集計

５０２件（前年同期 ４９１件）
※指導監督が必要な事案についてはできる限り早期に全て対応

エ 派遣労働者に対する積極的な支援等

需給調整事業の分野

●派遣労働に関する作業部会
大阪働き方改革推進会議において策定された基本方針に基づき、派遣

労働者に関する均等・均衡待遇の確保に向けた取組推進のため、平成２９
年６月２０日、第１回作業部会を開催。

オ 派遣労働者に関する均等・均衡待遇の確保に向けた取組

平成２９年度大阪労働局需給調整事業部 行政処分一覧表（平成３０年１月末現在）

処分日 処分内容 処分理由 備考

特定労働者
派遣事業主

A社
平成２９年８月２８日

労働者派遣事業停止命令
（２カ月）及び労働者派遣
事業改善命令

次の①②の法違反を行っていることが明らか
になったため。

①複数の派遣先に対して、常時雇用される

労働者以外の労働者を少なくとも２，３７４人
日派遣し、労働者派遣事業を行った。

②特定労働者派遣事業を行う事業所として本
店のみ届出ていたが、他府県に所在する営
業所で必要な届出を行うことなく、労働者を少
なくとも延べ９，１０５人日派遣し、労働者派遣
事業を行った。

特定労働者
派遣事業主

Ｂ社
平成２９年１２月４日

労働者派遣事業停止命令
（１カ月）及び労働者派遣
事業改善命令

請負契約と称するＣ社との供給契約に基づき
労働者派遣事業者５社からＢ社に派遣された
２０７名を、少なくとも１，４８７人日Ｃ社の指揮
命令を受けて労働に従事させ、法定の除外事
由なく労働者供給事業を行った。

－３３－



【労働保険適用徴収の分野における重点対策取組状況】

労働保険料の収納率の維持・向上

● 年度別労働保険料収納率（大阪）
収納率は、徴収決定額に占める収納額の割合です。

● 実効ある滞納整理の実施
複数年にわたり滞納を繰り返している事業主や多額の労働保
険料を滞納している事業主等に対しては差押を実施しています。

労働保険料の適正徴収を期するため、実効ある滞納整理を実施

平成２９年度
（３０年１月末）

平成２８年度 平成２７年度

徴収決定額 ２，０８９ 億円 ２，３８３ 億円 ２，６８８ 億円

収納額 １，５３０ 億円 ２，３５２億円 ２，６５２ 億円

収納率
（ ）は全国

７３．２６ ％
（７３．２１ ％）

９８．７１ ％
（９８．６１ ％）

９８．６７ ％
（９８．５４ ％）

（参考） 平成３０年１月末 平成２９年１月末 平成２８年１月末

徴収決定額 ２，０８９ 億円 ２，３７６億円 ２，６８１ 億円

収納額 １，５３０ 億円 １，７３６ 億円 １，９４８ 億円

収納率
（ ）は全国

７３．２６ ％
（７３．２１ ％）

７３．０６ ％
（７３．０８ ％）

７２．６８ ％
（７２．７１ ％）

－３４ －

労働保険
適用徴収の分野

平成２９年度
（３０年１月末）

平成２８年度 平成２７年度

差押状況 ６１０ 件 ４８４件 ４２１件

（参考） 平成３０年１月末 平成２９年１月末 平成２８年１月末

差押状況 ６１０件 ４２１ 件 ３２３ 件

平成29年度
（30年1月末）

平成28年度
（29年1月末）

平成28年度

手続指導による
自主成立 １，０７４件 １，０３４件 １，２０８件

職権による成立
（自主成立を拒ん
だもの）

１７件 １２件 ３１件
（全国第１位）

平成２９年度労働保険適用促進計画に基づき、局・署・所が一体と
なって取組を実施

● 対策の取組実績

労働保険未手続事業一掃対策の推進

● 労働保険適用事業場数の推移（大阪）

204,101 206,677 210,634 215,560 219,272 

169,046 171,200 175,305 180,920 184,430 
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